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おおいたスタートアップ支援事業 経営創造・金融課 1 / 11

大分発ニュービジネス発掘・育成事業 経営創造・金融課 2 / 11
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ものづくり企業技術チャレンジ支援事業 工業振興課 5 / 11

おおいた地域資源活性化推進事業 工業振興課 6 / 11

地域牽引企業創出事業 経営創造・金融課 7 / 11

中小企業金融対策費 経営創造・金融課 8 / 11

小規模事業支援事業 商工労働企画課 9 / 11

組合育成指導費 商工労働企画課 10 / 11

中小企業総合支援事業 工業振興課 11 / 11

施策名：チャレンジする中小企業と創業の支援
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 おおいたスタートアップ支援事業 事業期間 平成 ２７ 年度 ～ 平成 ３１ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　労働人口の減少による県経済の停滞、縮小が懸念される中、新たなビジネスや
雇用を生み出す創業を促進することが喫緊の課題となっている。

事業の目的
　雇用創出型企業や高成長ベンチャー企業の創出を図るため、創業の裾野拡大により県下各地で
の多様な仕事づくりを支援するとともに、成長志向の高い企業家を発掘・育成する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 経営創造・金融課 評価者 経営創造・金融課長　稲垣　守

３０年度(予算)

①成長志向起業家の育成
　雇用創出が見込まれる起業家への製品の試作・改良、販路開拓費の一部助成(23社)
　留学生を対象としたビジネスプラン構築支援及び投資家等とのマッチング（8者）
②おおいたスタートアップセンターの運営
　インキュベーション機能の運営（入居状況　個室：2社/3室　ブース：8社/10席）、相談対応
③創業の裾野拡大
　市町村や商工団体等と連携した創業啓発セミナー等の開催（13市町 35回）
④九州連携ベンチャー支援
　各県ベンチャー企業と投資家・大手企業等とのマッチングイベントを開催（県出展企業：7社）

① 39,050 総コスト 86,631 89,853 107,930

② 37,108

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 71,631 74,853 86,930

③ 9,915 (うち一般財源) 49,707 44,887 56,306

計 87,123 職員数（人） 1.50 1.50 2.10

④ 1,050 人件費 15,000 15,000 21,000

最終達成
(３１年度)

ビジネスコンテスト等への出
場など有望なビジネスプラン
を持つ起業家の発掘（人）

目標値 6 6 6 6
45%

創業啓発セミナー等の参加
延べ人数（人）

目標値

最終達成
(３１年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 11 7 2,661
2,050 2,050 2,050 2,050

11%

a163.5% 129.8%達成率 183.3% 116.7% 達成率
実績値 3,352

7
1%実績値 1,828 1,955 実績値 743%

九州・山口ベンチャーマー
ケット出展企業数（社）

目標値 7 7目標値 1,800 1,800 1,800 1,800

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(３１年度)

事業の成果

達成率 101.6% 108.6% 達成率 100.0%

スタートアップセンター利用
延べ人数（人）

活動指標

創業支援件数（件）

目標値 500 500 500 500

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　おおいたスタートアップセンターと商工団体や金融機関等の県内支援機関が相互に連携しながら
精力的に創業を支援した結果、２９年度の目標である「年間500件の創業実現」を達成した。

実績値 551 571

達成率 110.2% 114.2%

廃止

・女性起業家を創出するための取組の拡充
・人口当たりの外国人留学生全国二位という本県の特色を生かした留学生の県内起業促進
・民間インキュベーション施設等との連携強化
・成長志向起業家の育成

・全県を網羅する女性起業家ネットワークを構築
・留学生に対するビジネスプラン磨き上げや、投資家とのマッチング支援等を実施
・民間インキュベーション施設等と連携した創業者への相談対応や創業啓発セミナーを実施
・成長志向起業家の育成ノウハウのある外部機関と連携した成長支援の実施

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

- 1 -



（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名
大分発ニュービジネス発掘・育成
事業

事業期間 平成 １９ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　特定の技術・商品・サービスに強みを持つものの、経営ノウハウや資金等資源
の不足、認知度が低いことによる市場開拓の困難性など、ベンチャー（創業・新
事業展開）特有の課題を抱え、十分な事業展開ができていない企業が依然として
多く見られる。

事業の目的

　ベンチャー企業を創出し、県内産業の活性化を図るため、県内外を問わず、広く全国からビジ
ネスプランを公募し、審査会において新規性・成長性等が評価された優秀なプランを作成した企
業を表彰するとともに、県内での事業化を促進するため総合的な補助金の交付とフォローアップ
を行う。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 経営創造・金融課 評価者 経営創造・金融課長　稲垣　守

３０年度(予算)

①事業化促進のための補助金
　２８年度受賞企業に総額20,000千円の補助金交付
　（２８年度受賞企業：最優秀1、優秀2、奨励2）
②ビジネスプラングランプリ
　公募、審査、表彰（応募数50件、受賞企業数5社（最優秀1、優秀2、チャレンジ賞2）
③受賞企業のフォローアップ
　経営に関する助言等による事業化や成長のための支援

① 20,000 総コスト 31,000 25,860 31,068

② 7,621

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 28,000 22,860 28,068

③ 447 (うち一般財源) 28,000 22,860 28,068

計 28,068 職員数（人） 0.30 0.30 0.30

④ 人件費 3,000 3,000 3,000

最終達成
(　　年度)

事業化促進のための補助金交
付決定企業数（社）

目標値 6 5 5
71%

過去受賞企業のフォロー
アップ対応件数（回）

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 6 5 30
27 29 32

2%

a107.4% 103.4%達成率 100.0% 100.0% 達成率
実績値 29

実績値 61 50 実績値27%
目標値目標値 50 50 50

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 122.0% 100.0% 達成率

ビジネスプラングランプリ応
募企業数（社）

活動指標

受賞前に比べ売上又は雇用を
増加させた企業の割合（直近
５年間）（％）

目標値 50.0% 50.0% 50.0%

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　ベンチャーの機運が着実に高まるとともに、受賞企業はその半数以上が受賞前に比べ売上又は雇
用を増加させるなど、県経済の活性化に貢献している。

実績値 66.7% 63.6%

達成率 133.4% 127.2%

廃止

・県内金融機関、民間創業支援施設、商工団体等へのＰＲ協力要請による応募案件の発掘強化

・県内金融機関、民間創業支援施設及び商工団体等へのＰＲ協力による応募案件の発掘強化
・（公財）大分県産業創造機構や商工団体等と連携して受賞企業の経営面をサポート
・必要に応じて、ベンチャーキャピタルとのマッチングによる資金調達機会の創出や、大企業向けプレゼン
テーションイベントへの参加促進を図ることで、受賞企業の成長を加速化

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名
経営革新企業成長促進事業
（中小企業新事業活動促進事業を
含む）

事業期間 平成 １２ 年度 ～ 平成 ３０ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　経営を取り巻く環境が厳しさを増す中、地場中小企業が競争力を高めて成長を
続けていくため、経営環境の変化に適応した新商品の開発や新サービスの提供な
どの経営革新に取り組むことが課題となっている。

事業の目的
　中小企業者の稼ぐ力を創出するため、経営革新への取組を推進するとともに、販路開拓等を支
援する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 経営創造・金融課 評価者 経営創造・金融課長　稲垣　守

３０年度(予算)

①経営革新企業成長促進事業費補助金
　承認企業の中から販路開拓事業等を行うものに対して、経費助成（51社）
②中小企業新事業活動促進事業
　中小企業が作成した経営革新計画の審査・承認（100社）
　承認企業に対するフォローアップ調査（中間・終了）の実施（84社）

① 59,348 総コスト 57,944 70,668 55,400

② 4,391

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 34,944 47,668 32,400

③ (うち一般財源) 34,928 47,662 32,400

計 63,739 職員数（人） 2.30 2.30 2.30

④ 人件費 23,000 23,000 23,000

最終達成
(　　年度)

経営革新に関する相談（件）
目標値 144 144 144 144

93%
目標値

最終達成
(３０年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 153 156

a達成率 106.3% 108.3% 達成率
実績値

実績値 22 19 実績値7%
目標値目標値 16 16 16

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(３０年度)

事業の成果

達成率 137.5% 118.8% 達成率

支援者等への制度等説明
（件）

活動指標

経営革新計画承認件数（社）

目標値 72 72 72 72

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　前年度からの取組と同様に、制度の周知及び支援機関との連携強化に努めた結果、過去最高の承
認件数となった。

実績値 96 100

達成率 133.3% 138.9%

廃止

・有効かつ効率的な補助事業計画の策定促進
・経営革新計画の作り込みの強化

・引き続きヒアリング・審査会を通した補助事業計画の精査
・申請スケジュールを見直し計画のブラッシュアップ期間を確保
・チェックリストを活用した支援機関への意識付け

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 循環型環境産業創出事業 事業期間 平成 １８ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　リサイクル産業は、大規模設備を必要とする初期コストの負担が大きい産業で
あるとともに、廃棄物の種類が多種多様であるため、その取り巻く環境の変化は
激しい。また県内廃棄物の排出量は横ばい傾向が続いており、廃棄物排出事業者
自身による発生量の抑制や減量化の取組が求められている。

事業の目的
　リサイクル関連産業の育成を図るため、廃棄物の再資源化や排出事業者による産業廃棄物発生
抑制等にかかる設備投資を支援するとともに、リサイクル産業をめぐる最新の情報を提供する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 工業振興課 評価者 工業振興課長　田北　正宏

３０年度(予算)

①環境地域産業化支援
　・廃棄物の再資源化等を実施する県内中小企業等の環境関連の事業化経費を助成（7件）
　・リサイクル製品の販路拡大を目的とした展示会への出展を補助（1件）
②環境ビジネス情報の発信
　県内環境関連企業および排出事業者を対象とした環境ビジネス支援セミナーを開催（4回）

① 76,529 総コスト 78,382 74,590 95,968

② 900

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 74,382 69,590 90,968

③ (うち一般財源)

計 77,429 職員数（人） 0.40 0.50 0.50

④ 人件費 4,000 5,000 5,000

最終達成
(　　年度)

制度活用にむけた周知活動回
数（回）

目標値 5 20 20
99%

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 10 26

a達成率 200.0% 130.0% 達成率
実績値

実績値 4 4 実績値1%
目標値目標値 4 4 4

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 100.0% 100.0% 達成率

環境ビジネス支援セミナー
開催件数（回）

活動指標

事業化件数（件）

目標値 7 7 7

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　県内産業廃棄物の再生利用や減量化等に係る事業化を支援したことで、最終処分率の高い廃プラ
スチックや、食品残渣等のリサイクル関連産業の育成に繋がった。

実績値 9 7

達成率 128.6% 100.0%

廃止

・廃棄物の排出量は今後も横ばいの状況が続くと予想されており、廃棄物処理事業者だけでなく、
排出事業者自身の産業廃棄物発生抑制等への取組を推進することが必要
・排出事業者からの事業化申請が依然として少ない ・横ばい傾向にある廃棄物排出量の削減に向けて、これまでの支援対象の中心であった廃棄物処理事業者へ

の支援を継続しつつ、排出事業者の取組に対する支援を強化
・排出事業者への事業周知を強化

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

- 4 -



（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名
ものづくり企業技術チャレンジ支
援事業

事業期間 平成 ２８ 年度 ～ 平成 ３０ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　航空機産業の市場規模は、今後20年で約２倍になると見込まれており、中小も
のづくり企業にとっては新分野への展開の大きなチャンスだが、参入障壁が高い
ことから県内企業の参入が進んでいない。

事業の目的
　県内中小製造業者の技術力向上や開発型企業への転換、取引の拡大を図るため、県内企業の今
後の成長が見込まれる新分野への参入を促進する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 工業振興課 評価者 工業振興課長　田北　正宏

３０年度(予算)

①受注支援
　航空機産業参入支援アドバイザー(三菱重工、川崎重工、ＩＨＩＯＢ、大学関係)を設置し、業界
の情報収集や川下企業とのマッチングを実施
②技術支援
　参入に必要な品質認証資格(ＪＩＳＱ９１００)取得に係るコンサルティング費用等の経費の助成
や技術研修（6回）の実施
③支援体制の構築
　「大分県航空機産業参入研究会」(事務局：産業創造機構)を設置し、会員企業への航空機産業参
入の総合支援を実施

① 4,140 総コスト 11,920 12,532 14,671

④

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

③ 1,578 (うち一般財源) 7,532 9,671

② 3,960 事業費 6,920 7,532 9,671

人件費 5,000 5,000 5,000

計 9,678 職員数（人） 0.50 0.50 0.50

最終達成
(３０年度)

アドバイザーと地場企業との
面談件数（件）

目標値 12 12 12 12
43% 研究会会合開催数（回）

目標値

最終達成
(３０年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 20 17 6
4 6 6 6

16%

a150.0% 100.0%達成率 166.7% 141.7% 達成率
実績値 6

実績値 4 6 実績値41%
目標値目標値 4 4 4 4

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(３０年度)

事業の成果

達成率 100.0% 150.0% 達成率
技術研修開催数（回）

活動指標

品質認証資格申請企業数及び
トライアル受注件数（件）

目標値 2 8 5 5

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a ・参入に必要なＪＩＳＱ９１００を取得することにより、取得企業の受注が増加した。
・アドバイザーの活用や商談会の開催により受注企業が拡大した。

実績値 2 8

達成率 100.0% 100.0%

廃止

・品質第一の航空機産業は閉鎖的な業界で、参入実績のない企業が単独で情報・受注を取ることは
困難
・参入に向けては、品質認証資格の取得と、既存サプライヤーを上回る技術力（低コストで高いレ
ベルの安定生産する能力）が必要
・地域内で一定の工程を完結できる「多工程一貫生産体制」の構築も必要

・ＪＩＳＱ９１００認証取得支援、研修会等による技術力向上
・トライアル受注支援、商談会・展示会出展などを通した取引拡大
・近隣の川下企業等からの治工具等からの受注実績の創出
・多工程一貫生産体制の構築（九州内、県内）の推進

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 おおいた地域資源活性化推進事業 事業期間 平成 ２０ 年度 ～ 平成 ２９ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　本県には、豊かな農林水産物や醸造に代表される産地技術、温泉等の観光資源
などの地域資源が多数あるが、その潜在的な強みを地域の中小企業が具体的な事
業につなげきれていない。
　地域の強みを収益に繋げられるような商品開発や販路の開拓が課題となってい
る。

事業の目的
　地域資源を活用した高付加価値化、ブランド化を図るため、中小企業者等の商品開発等の取組
を支援する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 終了 事業実施課（室）名 工業振興課 評価者 工業振興課長　田北　正宏

３０年度(予算)

①おおいた地域資源活性化基金活用支援事業
　地域資源を活用した商品開発に対する助成を行う地域資源活用助成事業の実施及び支援基金管理
職員を（公財）大分県産業創造機構内に配置（1名）
②地域資源コーディネーターの設置
　企業訪問や新規案件の支援・フォローアップなどを行う地域資源コーディネーターを（公財）大
分県産業創造機構内に配置（1名）

① 5,671 総コスト 13,487 11,703

② 3,032

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 10,487 8,703

③ (うち一般財源) 10,487 8,703

計 8,703 職員数（人） 0.30 0.30

④ 人件費 3,000 3,000

最終達成
(　　年度)

基金助成事業採択件数（件）
目標値 14 3 3

65%
目標値

最終達成
(２９年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 10 19

a達成率 71.4% 633.3% 633.3% 達成率
19 実績値

実績値 295 326 326 実績値35%
目標値目標値 259 259 259

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(２９年度)

事業の成果

達成率 113.9% 125.9% 125.9% 達成率

地域コーディネーターによる
支援件数(件）

活動指標

おおいた地域資源活性化基金
助成事業による事業化件数
（件）（累計）

目標値 59 72 72

104.2%

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　助成事業を3回公募し、19社に対し助成を決定。採択企業には地域コーディネーターが訪問し、商
品開発から販路開拓に至るまで、きめ細かな助言を行うなど、地域資源を活用した中小企業者等の
新事業展開を支援した。

実績値 62 75 75

達成率 105.1% 104.2%

廃止

・採択案件の事業化の達成
・「地域資源の活用」を目的とした商品開発から「売れる商品」の創出に対する支援に移行

・採択案件の事業化に向けた着実なフォローアップ
・新ファンド立ち上げに向けた関係機関との調整、地域中小企業応援ファンドの継続手続きの実施
・中小企業旗艦製品創出支援事業へ引継ぎ

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

- 6 -



（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

B

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 地域牽引企業創出事業 事業期間 平成 ２６ 年度 ～ 平成 ３３ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　今後、人口減少などにより、県経済の停滞や縮小が懸念される中、多くの付加
価値や雇用を生み出し、将来の県経済の新たな牽引役となる地場企業の創出が課
題となっている。

事業の目的
　地域の雇用や産業活力を生み出すため、持続的な成長を通じ県経済をリードする地場中小企業
を創出する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 経営創造・金融課 評価者 経営創造・金融課長　稲垣　守

３０年度(予算)

①支援対象認定企業に対する補助
　認定企業が行う高度人材確保、販路開拓及び設備投資などへの補助（5件）
②支援対象認定企業へのフォローアップ
　サポートチーム（外部専門機関と県職員）による経営分析や情報提供等の実施
③支援対象企業の認定
　支援対象企業の公募、審査、認定（応募数8社、認定企業数1社）

① 227,557 総コスト 150,621 147,784 183,675

② 37,778

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 138,621 135,784 171,675

③ 952 (うち一般財源) 138,621 135,784 171,675

計 266,287 職員数（人） 1.20 1.20 1.20

④ 人件費 12,000 12,000 12,000

最終達成
(３３年度)

認定企業に対する補助件数
（件）

目標値 9 12 12 18
85%

最終審査（プレゼンテー
ション）企業数（社）

目標値

最終達成
(３３年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 9 10 8
5 5 5 5

0%

b360.0% 160.0%達成率 100.0% 83.3% 達成率
実績値 18

実績値 34 36 実績値14%
目標値目標値 36 42 35 31

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(３３年度)

事業の成果

達成率 94.4% 85.7% 達成率

認定企業へのサポート回数
（回）

活動指標

雇用30人以上又は付加価値額
1億円の増加を達成する（達
成見込）企業数（社）

目標値 5 7 7 10

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　認定企業9社中7社が雇用又は付加価値額の増加を達成。残りの2社に対し、必要に応じて販路開拓
等の積極的なフォローアップの実施に取り組んでいく。

実績値 8 7

達成率 160.0% 100.0%

廃止

・県内金融機関及び商工団体等を通じた事業のＰＲ強化
・認定企業へのより効果的な支援の実施

・企業訪問や県内金融機関及び商工団体等を通じた事業のＰＲ強化
・外部専門機関（経営コンサルタント）等と連携し、販路開拓等の積極的なフォローアップを実施し、認定
企業の経営をサポート

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 中小企業金融対策費 事業期間 昭和 ３２ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　一般に中小企業は担保や信用力に劣るうえ、海外経済等外部環境の変化の影響
を受けやすいことから、引き続き中小企業が行う経営安定への取り組みに対する
金融支援を講じていく。

事業の目的
　県内中小企業の資金繰りを支援するため、県制度資金を運営し、民間金融機関や政府系金融機
関による金融を補完する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 経営創造・金融課 評価者 経営創造・金融課長　稲垣　守

３０年度(予算)

①県制度資金
　指定金融機関に対して貸付原資の一部を預託することにより、長期・固定で低利の資金を供給
（県制度資金１３資金）
②保証料補助
　県制度資金を利用する中小企業者の保証料を軽減するため、信用保証協会に対し、軽減額の一部
を補助

① 35,417,000 総コスト 26,425,207 24,822,754 35,805,834

② 417,142

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 26,415,207 24,812,754 35,795,834

③ (うち一般財源) 296,795 313,186 423,578

計 35,834,142 職員数（人） 1.00 1.00 1.00

④ 人件費 10,000 10,000 10,000

最終達成
(　　年度)

金融機関等申込み窓口に対す
る周知活動回数（回）

目標値 54 55 55
99%

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 54 55

a達成率 100.0% 100.0% 達成率
実績値

実績値 2 2 実績値1%
目標値目標値 2 2 2

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 100.0% 100.0% 達成率

信用保証協会と各金融機関と
県との意見交換会の回数
（回）

活動指標

県内中小企業１社あたりの融
資金額（千円）
※当該年度融資金額/県内中小企業者数
（目標値はH27年度九州平均）

目標値 534 534 534

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　県制度資金の運営により、金融機関の中小企業者向け融資の円滑化を図り、中小企業経営の安定
化に寄与した。

実績値 962 713

達成率 180.1% 133.5%

廃止

・災害時における迅速かつ円滑な資金補給
・中小企業経営や金融情勢の変化に応じた、中小企業者が利用しやすい制度づくり
　（新規融資メニューの創設や既存メニューの改正等） ・県制度資金は中小企業の資金調達方法として定着していることから、今後も継続

・今後、金融情勢が変化した場合でも円滑に資金供給できるよう備えるとともに、創業や事業引継、災害発
生時等、様々な資金ニーズに柔軟に対応できるよう見直しを継続

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 小規模事業支援事業 事業期間 昭和 ３０ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　平成２６年に小規模企業振興基本法等が施行され、商工会・商工会議所等支援
機関は、小規模事業者の持続的発展を目指し、経営計画策定等の伴走型の支援を
実施することが新たに大きな役割となっている。県では平成２９年に中小企業活
性化条例を改正し、持続的発展を基本理念に、中小企業団体の責務に伴走型支援
を追加するとともに、小規模支援の振興策を明示した。

事業の目的 　小規模事業者の振興と経営の安定を図るため、商工会等の事業等への支援をする。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 商工労働企画課 評価者 商工労働企画課長　河野　哲郎

３０年度(予算)

①小規模事業者指導事業（旅費等）
　小規模事業者巡回指導に係る経営指導員等の旅費等への支援
②専門家派遣による支援（講習会開催費等）
　専門家派遣による小規模事業者支援
③小規模事業者指導事業（講習会開催費等）
　小規模事業者向けの講習会開催等への支援

① 40,850 総コスト 1,216,615 1,220,825 1,300,696

② 9,508

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 1,199,615 1,203,825 1,283,696

③ 4,075 (うち一般財源) 1,196,868 1,203,706 1,282,805

計 54,433 職員数（人） 1.70 1.70 1.70

④ 人件費 17,000 17,000 17,000

最終達成
(　　年度)

巡回指導件数（件）
目標値 28,910 27,240 29,420

75% 集団講習会開催回数（回）
目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 30,745 30,500 159
171 142 146

7%

a114.0% 112.0%達成率 106.3% 112.0% 達成率
実績値 195

実績値 758 832 実績値17%
目標値目標値 467 460 477

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 162.3% 180.9% 達成率

専門家派遣による支援件数
（件）

活動指標

商工会等が支援した法律認定
企業数（件）
（中小企業新事業活動促進
法、中小企業経営強化法等）

目標値 42 46 56

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　商工会等の支援による経営革新計画認定等の法律認定企業数が増加するとともに、広く小規模事
業者からの相談に応じることで、小規模事業者の持続的発展と経営の安定に寄与することができ
た。さらに、国が認定する「経営発達支援計画」に新たに3商工会・4商工会議所が認定されたこと
で、商工会等による小規模事業者支援体制が強化された。（県下合計で20/27団体認定済）

実績値 59 61

達成率 140.5% 132.6%

廃止

・商工会等の体制強化（①経営指導員の増員　②経営指導員のスキルアップ）
・小規模事業者の事業承継や販路開拓に係る取組の促進
・小規模事業者に寄り添ったきめ細かな指導 ・頑張る商工団体への増員措置と各種研修等を通じた経営指導員のスキルアップとネットワーク強化

・新たに「事業承継推進員」を4商工団体に配置し事業承継実態把握を推進するとともに、「販路開
　拓アドバイザー」制度を設け、小規模事業者の出口を見据えた商品づくり等を支援していく
・小規模事業者のニーズ等に応じた伴走型支援の強化に向け、商工会等の経営発達支援計画認定促進

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 組合育成指導費 事業期間 昭和 ３０ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　社会情勢の変化に伴い、多様化、高度化する事業協同組合等のニーズに対応す
るため、大分県中小企業団体中央会の指導員の資質向上を図らなければならな
い。

事業の目的
　事業協同組合等の健全な発展と活性化を図るため、大分県中小企業団体中央会が指導員を設置
して行う事業に対して支援する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 商工労働企画課 評価者 商工労働企画課長　河野　哲郎

３０年度(予算)

①指導事業
　事業協同組合等に対する巡回指導、組合台帳作成・管理等に係る経費に対する補助
　指導員（15人）、職員（1人）、嘱託職員（1人）　計17人
②中小企業連携組織等支援事業費
　集団講習会、事業に係る経費に対する補助
　社会保険労務士、税理士等の専門家派遣による中小企業団体の課題解決支援（52回）

① 3,805 総コスト 109,476 113,622 116,669

② 3,118

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 99,476 103,622 106,669

③ (うち一般財源) 99,476 103,622 106,669

計 6,923 職員数（人） 1.00 1.00 1.00

④ 人件費 10,000 10,000 10,000

最終達成
(　　年度)

巡回指導件数（件）
目標値 2,400 2,600 2,600

55%
目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 2,417 2,642

a達成率 100.7% 101.6% 達成率
実績値

実績値 16 19 実績値45%
目標値目標値 16 15 16

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 100.0% 126.7% 達成率
集団講習会開催数（回）

活動指標

事業協同組合等設立件数
（件）

目標値 6 7 7

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　厳しい経営環境の変化に対応するため、組合組織を活用して不足している経営資源を補うことに
より、事業者の経営基盤の強化に繋がった。

実績値 6 7

達成率 100.0% 100.0%

廃止

・大分県中小企業団体中央会職員の資質向上
・組合事務局の資質向上
・中小企業・小規模事業者の連携強化及び組織化の促進 ・指導員の組合運営指導力や新規事業提案力向上のため、経営指導員等研修会や中小企業支援担当者研修

  会を実施し、資質の向上につながる取組を支援
・組合管理者や若手組合員への研修を実施し、組合組織の活性化に資する取組を支援
・各組合の情報発信と連携の強化

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 中小企業総合支援事業 事業期間 平成 １１ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　経済のグローバル化による大企業の海外志向の強まりや事業再編の動きなどに
より、県内中小企業は取引縮小の恐れもあり収益性の向上・競争力の強化など幅
広い支援を必要としているため、大分県中小企業支援センターである（公財）大
分県産業創造機構の一層の機能充実が求められている。

事業の目的
　（公財）大分県産業創造機構が県内中小企業のニーズにワンストップで対応する総合的な支援
機関として機能するよう、相談体制を整備するとともに、中小企業者の経営力の向上を図るた
め、（公財）大分県産業創造機構が実施する企業経営等に関する各種情報提供を支援する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 チャレンジする中小企業と創業の支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 工業振興課 評価者 工業振興課長　田北　正宏

３０年度(予算)

①総合支援人材充実強化事業
　経営相談対応等を行うマネージャーの配置（2名）
②情報収集・提供事業
  ＦＡＸサービスや情報誌発行等の中小企業者への情報提供
③「コロンブス」運営事業
  中小企業向け情報支援サイト「コロンブス」(ＨＰ)の運営

① 11,727 総コスト 48,767 43,843 43,843

② 11,475

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 38,767 38,843 38,843

③ 4,352 (うち一般財源) 38,767 38,843 38,843

計 27,554 職員数（人） 1.00 0.50 0.50

④ 人件費 10,000 5,000 5,000

最終達成
(　　年度)

マネージャー配置人数（人）
目標値 2 2 2

43%
「コロンブス」ＨＰの閲覧
件数（件）

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 2 2 100,849
135,200 136,500 136,500

16%

a73.1% 73.9%達成率 100.0% 100.0% 達成率
実績値 98,785

実績値 2,000 2,000 実績値42%
目標値目標値 1,905 1,925 1,925

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 105.0% 103.9% 達成率

月刊誌「創造おおいた」発行
部数（部）

活動指標

相談対応件数（件）

目標値 3,300 5,000 5,000

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　国、県等の支援策を一元的に管理し、新事業創出、創業、経営革新、販路開拓や生産管理など、
中小企業が抱える諸課題に迅速かつ的確に対応する相談指導を実施することができた。また、Ｈ
Ｐ、情報誌などを活用し、中小企業の経営に役立つ情報提供に努めた。

実績値 7,377 7,854

達成率 223.5% 157.1%

廃止

・経営環境の変化から多様化・高度化する相談内容への課題解決に向けた対応の創意工夫
・企業が必要とする質の高い情報をタイムリーに届ける情報提供

・中小企業者の多様な経営相談に対応するため、総合的な相談窓口として企業ニーズにワンストップで対応
する支援体制を支援
・情報誌とＨＰにおいて、県内企業のニーズにマッチした情報提供を行うとともに、企業経営の優良事例
等、企業経営に資する情報の提供を実施

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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